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造部分の水平構面を支持する鉛直構面の充足率を確保（0.75以上）し，木造部分の水平構面に限り地震

時応力を割増し（1.5倍）する構造計算や，一般社団法人日本建築構造技術者協会のホームページで公

開されている設計事例９）のうち「水平構面略算法」なども，本告示における特別な調査又は研究に該

当する。 
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